
愛知県賃貸住宅供給促進計画の策定について 

１ 法律概要
高齢者世帯や子育て世帯などの住宅確保要配慮者(※)の増加に対応するため、国が住宅セーフ

ティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律）を改正し、民間

賃貸住宅等を活用した住宅確保要配慮者向け住宅の登録制度等を創設（法律公布：平成 29 年４

月 26 日、施行：平成 29 年 10 月 25 日）。 

※高齢者、障害者、低額所得者、子育て世帯、被災者、外国人等の住宅の確保に特に配慮を要する者

２ 賃貸住宅供給促進計画の策定【都道府県・市町村】
国の基本方針に基づき、地方公共団体が住宅確保要配慮者向け住宅の登録等に関する賃貸住宅

供給促進計画を策定（任意）。 

３ 「愛知県賃貸住宅供給促進計画」の検討体制について
計画における供給目標や施策等についてご意見をいただく「愛知県賃貸住宅供給促進計画有

識者懇談会」を開催。 
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４ 計画検討の流れ

県内地域ごと 

○ 住宅確保要配慮者の居住実態把握
○ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給状況把握 など 

○ 住宅確保要配慮者の追加 
○ 登録基準の強化・緩和 
○ 賃貸住宅の供給目標量 
○ 計画期間 
○ 計画骨子  など 

法定協議（市町村等） 

パブリックコメント 
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懇談会意見を踏まえ 

○ 公的賃貸住宅の供給促進検討 

○ 民間賃貸住宅への円滑な入居促進検討 

○ 賃貸住宅の管理の適正化検討 など 
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住宅確保要配慮者に対する

① 賃貸住宅の供給の目標

② 公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項 

③ 民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項 

④ 入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

⑤ 計画期間 

供給促進計画を定めることによりできること 

○ 住宅確保要配慮者の追加 

（例：海外からの引揚者、新婚世帯、原子爆弾被爆者 等） 

○ 登録住宅の登録基準の強化・緩和（耐震性を除く）

（例：床面積基準 25 ㎡以上 → 18 ㎡以上に緩和 等）

（法に基づくパブコメ、関係団体への協議等実施） 

賃貸住宅供給促進計画


